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1．研究の背景 

港湾施設の耐震設計で用いられる入力地震動（レ

ベル1、2地震動）は、サイト特性（増幅特性（以下、

SAF）、位相特性）を考慮した時刻歴波形として設

定する。サイト特性は、地震動の振幅等に大きく影

響することが知られているため、その特性を適切に

評価した上で入力地震動を設定することが重要であ

る。港湾地域においては野津・長尾（2005）1)等が実

施したスペクトルインバージョン（以下、GIT）によ

り、強震観測点位置のSAFが評価されている。SAFが

設計対象地点にそのまま適用できない場合は、①臨

時の地震観測、②常時微動観測、③港湾と周辺の強

震観測点のSAFの経験的関係のいずれかによりSAF

を評価するが、その適用可能な空間的範囲をこれま

で示せていなかった。また、SAFはそれらの評価法に

より、平均的な値として周波数毎に確定値で設定さ

れるが、それらの推定段階に起因するばらつきにつ

いては十分に検討されていない。 

 

2．港湾におけるSAFのゾーニング 

全国の重要港湾以上の港湾と地方港湾（56条港湾

を含む）について、ゾーニングマップを作成し（重

要港湾：港湾単位で119港/125港が作成済、地方港湾：

SAFのゾーン単位で121個/997個が作成済）、国総研

港湾施設研究室のHP2)において公開した。全国の港

湾を対象にSAFのゾーニング（ゾーニングマップの

作成）を実施した著者らの経験を基に、新たにゾー

ニングを行う際や、新たな観測記録に基づき既往の

ゾーニングを更新する際に参考にできるよう、一連

の検討内容・結果、そこから得られた知見について

国総研報告3)として現在とりまとめている。  

 

3．入力地震動のばらつきの評価 

全国の10地点のレベル1地震動を対象に、GITに起

因する地震動のばらつきと臨時の地震観測に基づく

SAFの評価法に起因する地震動のばらつきの2つに

分離して評価する方法を提案し、2つの方法に起因す

るばらつきを定量化した（図-1）。（詳細は文献3） 
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図-1 GIT、臨時の地震観測に基づくSAFの評

価法に起因する地震動のばらつきの幾何平均

（常用対数をとった上で標準偏差を計算）4) 
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１．はじめに 

沿岸部に位置する日本の港湾では、台風の接近・

上陸に伴う高潮・高波による被害が多く発生してき

た。近年の高潮等による港湾被害については、平成

30年の台風21号による大阪湾沿岸における被害、令

和元年の台風15号による東京湾沿岸における被害が

挙げられる。港湾防災の検討においては、台風に伴

う高潮等を評価する必要があるが、台風実績データ

（台風ベストトラックデータ）は、1950年代からの

70年程度しかなく、再現期間が100年以上となるよう

な高潮を評価するには十分ではない。そのため、台

風実績から得られる統計量を用いて、数万年の台風

を仮想的に発生させる確率台風モデルは有効である

と考えられる。 

 

２．確率台風モデル 

様々な確率台風モデルに関する研究が行われてい

るが、その中でも、中心気圧等の台風属性の時間変

化を直近の傾向を考慮可能な自己相関モデル（ＡＲ

モデル）が有効であることが示されていることから、

本研究でもＡＲモデルを採用した。 

台風の中心気圧の時間変化量の平均値の分布につ

いて、台風ベストトラックデータの全データを対象

とし、台風の実績と本研究の確率台風モデルとを比

較したものを図（左図）に示す。日本周辺において、

実績と比較して、確率台風モデルの方が、中心気圧

の時間変化の上昇量が小さく、台風の減衰が弱い傾

向となり、再現性が低いことが分かる。そこで、日

本周辺の台風の減衰の再現性を向上させる改良を実

施した。 

 

３．台風の階級を踏まえた改良 

台風ベストトラックデータには、台風から変化し

た温帯低気圧や、台風に発達する前の熱帯低気圧等

の情報も含まれ、台風とは異なる特性が含まれる。

そこで、台風ベストトラックデータのうち、温帯低

気圧等の状態を除いたデータを対象に改めて確率台

風モデルを構築した。その確率台風モデルと実績を

比較したものを図（右図）に示す。日本周辺におけ

る中心気圧の時間変化の上昇量について、実績と同

等となっており、台風の減衰の再現性が向上したこ

とが分かる。 

 

図 台風の中心気圧の時間変化量の平均値 

 

４．おわりに 

本研究では、台風の階級を踏まえたＡＲモデルに

よる確率台風モデルを構築し、日本周辺における台

風の減衰の再現性が向上した。しかし、台風発生域

における再現性が十分でないことから、今後、更な

る改良を実施する予定である。また、非常に長い再

現期間の高潮への気候変動の影響についても、確率

台風モデルを用いて検討する予定である。 
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